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近年のわが国 における会計基準の一連の改訂あるいは新設には目覚 しい ものがある。それ らを列挙す
れば,新連結財務諸表原則(1997年),連結キャッシュ ・フロー計算書作成基準,中 間連結財務諸表作成
基準,研 究開発費等会計基準,退 職給付会計基準,税 効果会計基準(以 上,1998年),金融商品会計基準,
改訂外貨建取引等会計処理基準(以 上,1999年)であ り,その実務への適用 も,早い ものでは1999年3
月期から始まっている。
これ らの会計基準の改訂および新基準の設定の主たる目的は,あ くまでも旧基準の不備 を補い,あ る
いは存在 しなかった基準 を設け,企業が公表する財務情報に対 して市場からの信任 を得ることにあった
が,そ の背景 には,以 下の事情があった。
ω インターネッ ト等の世界的規模での情報ネットワーク化に伴 う金融市場の加速度的な国際化のなか
で,わ が国一人が,い わば ドグマ的な会計情報 システムを持つことの不利,さ らに言えば不可能であ
ることが認識 されたこと。
(2)バブル経済の破綻 に伴 うわが国金融市場の将来的不透明性が世界経済に深刻 な影響 を与えるなかで,
透明性確保のためのインフラとして会計情報システムの世界標準化を求める海外の強い圧力があるこ
と。
㈲21世 紀に向けた,わ が国経済 ・社会体制の改革のなかで,規 制緩和 と市場化の推進のためのインフ
ラとして も,透明性の高い会計情報システムの確立が不可欠 と判断 されたこと。
したがって,グ ローバル ・ベースでの財務情報 との均質化 ・共通化 を果たすことは,こ れまでの一連
の基準改訂 ・新設作業の拠 るべ きシナリオであったといえる。そ して,か かるシナ リオに沿 うための典
拠を,海外,と くに米国FASB(財務会計基準審議会)基準書や国際会計基準委員会(lAS)基準書に求
めたのである。その結果 として,わ が国の会計基準のグローバル ・スタンダー ド化が大筋において達成
されることとなった。
ただ,こ こで注意すべ きは,会 計基準は,そ の基準文言を書 き改めた り,新たな基準 を導入すれば済
む,とい う単純な性格の ものではない,と いう点である。会計基準 を実務現場で適用できるようにする
には,そのためのインフラ条件 を満たす必要がある。さらに,か かる会計基準の変更は企業内外の経営
判断の 「物差 し」を変えることを意味 し,自ず と企業経営のあ り方にも少なか らず影響を与えるのであ
る。実は,こ の問題が会計基準のグローバル ・スタンダー ド化 という華々 しい主題の影に存在するので
ある。
例えば,新 連結基準の適用にあた り,連結範囲の変更は自ずと従来の連結会計システムの再構築を余
儀なくした。 しか し,この問題以上 に本稿で重視 したいのは,従 来であれば子会社の資産時価評価差額
やのれんなどの雑多な要素 を連結調整勘定 という一種の 「便利な調整弁」に閉 じこめることがで きたも
のを,新基準は資産評価 を要求 し,そのうえでの連結のれん(負 ののれんも含 む)と して連結調整勘定
を位置づけた点である。 これは子会社 をより厳格 な経営責任原則 に従 って評価することを要求 し(無論,
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含み損等を子会社 に飛ば した りすることは意味を持たなくなる〉,そのための時価評価システムを会計シ
ステムのなかに導入することを意味する。さらに敷征すれば,か かる新基準が会計システムへの影響 に
とどまらず,企 業組織の再編へ とつながることは しば しば指摘 されている点である。
同様の問題は,金 融商品の会計基準の適用にあたってのデリバティブの時価評価額の判定やヘッジの
管理,貸 倒引当金の設定 における債権の実質評価原則の導入,さ らには持ち合い株式の時価評価,退 職
給付会計基準の適用による退職給付債務の算定の要求などは,そ のための新たな会計 システムの必要性
を意味するばか りでなく,例えば,資 金運用や債権管理の方式の変更,持 ち合い解消,退 職給付制度の
見直 しなどの企業組織や経営方針の変更を迫る問題へ と発展 しているのである。
本稿は,か かる問題意識 に立脚 したうえで,工 事収益認識基準 としての工事進行基準に論点を絞って,
従来の工事完成基準中心の会計か ら,国際的に主流の工事進行基準への変更に伴 う会計 システムへの影
響,さ らには企業経営,と りわけわが国独自の構造業種 といえる建設業の企業経営へ与 える影響を検討
しようとするものである。
とはいえ,会 計に関する知験者の一部は,工事収益の認識基準の変更は近年の会計基準のグローバル
・スタンダー ド化のアジェンダ(日程表)に は乗 ってい ない し,また従来から工事進行基準は工事完成
基準 とともに工事収益の認識基準としての地位を与えられ,新 会計基準 とはいえない,と 指摘するか も
しれない。
確かにかかる指摘は肯定で きるが,後 述する国際会計基準や税制の影響 により,これ まで圧倒的な採
用率を誇った工事完成基準か らグローバル ・スタンダー ドとしての工事進行基準への事実上の移行が始
まり,前述の明示的な新会計基準 と同 じ問題を関連する業種,企 業に投げかけているのであり,その意
味で,問 題提起において共通するのである*1。
ここで,論 点を戻せば,建 設業会計において,工 事収益認識の基本的基準 に工事完成基準 と工事進行
基準があることは周知の通 りである(工事収益の認識基準 には,こ れら二つの基準の他に,法 人税法が
定める部分完成基準 と延払基準がある)。そして,こ のうち,わが国の建設業者は従来から工事完成基準
を採用することが多かった。 このことは後述する建設業経理研究会が行った実態調査において も実証 さ
れている。
しか し,近年の国際的な流れはむ しろ工事進行基準を主 とする方向へと向かっている。後述するよう
に,国際会計基準(lntemationalAccountingStandards:IAS)は工事進行基準を唯一の認識基準として位置
づけたし,これはイギリスで も同 じである。 また,米 国ではあ くまで も工事進行基準 を原則 とし,工事
完成基準は例外的な位置づけとなっている。工事進行基準による収益認識は事業活動 に伴 う収益の発生
を最 も的確に反映 し得る,と いうのが根拠であるが,い ずれにせ よ,国際会計基準 と米国会計基準の国
際的な影響は大 きく,その結果,工 事進行基準 の優位性が世界的に確立 され ようとしている。
さらにわが国で も,例えば総理大臣の諮問機関である税制調査会が1996年11月に提出 した法人課税小
委員会報告で工事進行基準の原則適用を最終意見とした結果,1998年3月に法人税法,お よび同施行令
が改め られ,長 期大規模工事について工事進行基準を原則適用することとした。このような税制の動 き
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は,国際的な工事進行基準の基本原則化の動 きとは一線を画す ものであるにしても,わ が国の会計実務
への影響は絶大であ り,と りわけ大規模工事を手がける大手のゼネコン(総合建設業者)を 中心に,順
次,工 事進行基準への移行が進むもの と観測 される。
とはいえ,こ れ まで,わ が国の建設業者が工事完成基準 を主たる認識基準 としてきた事実 と経理実務
の積み重ねは重 く,工事進行基準を適用するためのインフラが企業内に構築 されていない。例えば,工
事原価積算方式 と工程表との不整合があ り,工事進捗度を計測するための目安 を十分に得 られないとか,
工事毎の原価把握体制が十分でない,な どの問題 は,技術的であるが,工 事進行基準を適用するための
基礎的なインフラである。
また,会 計基準の国際的調和化の問題は,国 際的な経営活動 を行い,あ るいは全世界か ら資金を調達
しているような大手のゼネコンやデベロッパーはともかくとして,国 内 には無数の中小建設業者が存在
し,こ うした企業群では会計の実施にあたっても利便性や簡便性こそが重要であ り,これ らの企業群に
まで会計基準の国際化を敷桁させる根拠は存在 しない,と いう意見や要望 もある。 また,こ のような建
設業界の構造問題の他に,わ が国の工事契約慣行(例 えば,工 事代金支払い制度は進捗度を反映 したも
のではない)や 工事の実態からは工事完成基準が妥当であるとの意見や,公 正妥当な範囲であれば,い
ずれの基準 を採用するかの判断は企業側に委ねられるべきとの意見 もある。
以下,本 稿は,か かる国際的な動向とわが国の建設業を取 り巻 く経営環境等の実態 も踏 まえたうえで,
わが国の建設業会計 において収益認識基準 としての工事進行基準 を導入することの意義 と,そ の導入の
際に生 じるであろう諸問題を検討 しようとするものである。
第1章 工事収益の認識
まず,工 事完成基準 と工事進行基準の両基準の内容 と論拠 をみてみ よう。大蔵省企業会計審議会が設





度を見積 り,適正な工事収益率によって工事収益の一部を当期の損益計算に計上する」 もの,工 事完成
基準を 「工事が完成 し,その引渡 しが完了 した日に工事収益を計上する」 ものと定義するのである。
この うち工事完成基準は実現主義ないし実現基準,つ まり商品販売の際の目的物の引き渡 しの時をもっ
て収益の実現とみなすとい う基準,す なわち販売基準の適用と同一の ものとみられ,こ れは収益認識の
一般基準に則 したものである。これに対 して工事進行基準 は発生主義ない し発生基準,つ まり目的物の





実現の利益の計上は架空の利益計上 ともな り,これが同時に配当金や税金などの支出要因 となり,企業
資本の流出を招 く原因 ともなる。 またこれを表示することで企業収益 に対 して過度な期待を抱かせて外一
部利害者の判断 を誤らせるとい う弊害 ももた らす。これらが実現主義,ひ いては工事完成基準の根拠 と
ら
なるのであるが,こ うした根拠 も実は極めて経験的なものであ り,要 は保守的経営思考ない し会計思考
の発現である。
しか しなが ら,長期にわたって行われる建設工事のように,原則的に契約により全工事収益が確定 さ
れ,し か も手付金や中間金 により資金的裏付けもある場合は上記の実現主義採用の前提になる条件が満
たされているので,む しろ工事の進捗度 に応 じて収益 も稼得 されるもの と理解 して発生主義的に収益認
識を行 うほうが企業業績 を適正に把握 し得る。つまり,企業活動を反映 した収益認識 という視点からは
工事の完成時に一気に収益が計上 されるとい う理解のほうが無理があるのである。
しか し,ごの点をさらに詰めれば,工 事進行基準による収益認識 は長期の請負工事だけでな く,長短
を問わず全ての請負建設工事に適合するのである。無論,同 一期間内に完了する工事は工事完成基準で
あろうと,工事進行基準であろうと同 じ結果 となるが,短 期工事で も決算日をまた ぐものは工事進行基
準を適用すれば進捗度 に応 じた収益認識ができ,こ れが企業業績の正確な把握につながる。 また,工 事
完成基準は工事の引渡 しの時期 を操作することで収益認識を前後 させることができるので,利 益操作に
も利用 される。こうした点が諸外国ならびに国際会計基準で工事進行基準を原則適用 とする理由である。
この ように,工 事進行基準の適用は企業活動 に応 じた収益認識 と表示 を保証 し,収益の歪な期間配分 を
回避することができるのである。
ただ,工 事進行基準の適用に当たっては工事の進捗度 という尺度を用いるが,こ の測定基準の入手が
ときとして面倒である。本来は工程表や工事台帳等で把握する技術的進捗度が妥当であろうが,(税務上
の影響 もあ り)発生原価を もとに見積原価との比較按分で進捗度 を求める実務 も多い。この場合 も,実
行予算等で原価管理が行われている場合には進捗度値の信頼性 も高いが,そ うでない場合は信頼性が低
いし,恣意性の介入 も懸念 される。 とくに経理組織ない し原価管理が十分でない場合,こ うした懸念が
現実化するし,原価計算等の事務負担 も大きいので中小業者には向かないとい う指摘 もある。 したがっ
て,収益認識の確実性 と実務的容易性 を求め ようとすれば工事完成基準に歩があることになる。 まして
や,比 較的大 きな企業で,多 くの工事 を同時的に抱えている場合は敢えて工事進行基準 を採用せず とも
収益は均 されるので,敢 えて面倒な工事進行基準を採用する積極的な理由は見あたらないという主張 も
ある。 しか し,このような企業でも大規模 な長期工事を抱 え,こ れが収益額に重要な影響 を与える場合
もあ り,工事進行基準 も必要な場合がある。 このように両基準 とも一長一短があ り,企業会計原則でい
ずれかに特定することができない理由 もここにあるのである。
なお,工 事進行基準の根拠 と利益の平準化の問題 とは一線を画 してお く必 要があろ う。工事進行基準








前述の ように,請負工事 の収益認識基準 として,グ ローバル ・ベースでは工事進行基準の基本原則化
が進んでいるが,こ の点 を概観 しておこう。
表1は,最 近の各国の会計基準の状況をまとめたものである*3。ここに掲載の多 くの国は,工事進行基
準 と工事完成基準 を併謁 しているが,工 事進行基準を基本基準 とし,工事完成基準 を例外的な基準 とし
てい る(一定の企業規模基準 などを定める)点 で,選択適用 を認める 日本 と異 なる。 ドイツは,商 法上
は工事完成基準のみを採用するが,国 際基準での決算 も容認するようにな り,その場合は工事進行基準






































例 えば,英 国 をみてみ よう。英国の工事収益 の認識基準 は基準会 計実務 書(SSAP)第9号(1988年)
「棚 卸資産お よび長期契約(Stocksandlong-termcontracts)」で指示 されている。 まず,こ の基準書 が想定
す る契 約は契約活動 が異 な る期間 にまたが る もの をいい,一一般 に1年 を超 える期 間に亘 る契約 を指 すが,




そ して,「長期契約の完成に要する時間の長 さの故に,売上を記録すること,そ して利益の計上を完成
まで延ばすことは,そ の年度中の会社の活動の成果の公正な概観を与えず,そ の年度に完了 した分の契
約に関する成果を反映する損益計算書 となって しまう。それ故,契 約が進行 している問,確 認できる売
上 と利益 を計上することが妥当である」(第7節)と いう理由で,「長期契約は契約毎の基準で評価 され,
契約活動が進行するに応 じた売上 と関連原価を記録することで損益計算書に反映 されるべ き」(第28節)
とし,「長期契約の達成がその完了前に合理的確かさで評価できると考えられる場合,慎重に計算 された
帰属利益が損益計算書において,当該契約の報告 された売上高 と関連原価の差額 として認識 されるべ き





は工事の開始と完了 日が異 なる期間に属する工事契約 と定義する)を 工事進行基準 または工事完成基準
のいずれかで処理 し(第42節),そのうち工事進行基準は契約の結果を信頼性をもって見積 もり得る場合
にのみ適用できると指示 していた。つまり,工事完成基準を原則適用し,工事進行基準は一定の条件(確
定価額契約 と原価加算契約で条件を異にする)を満た した場合にのみ上記の信頼性が担保 されるものと
して適用を認めることとしたのである(第43節)。
これに対 して,改 訂第11号は,「工事契約の結果を信頼性をもって見積 もり得る場合,当該工事契約に
関連する工事収益 と工事原価が貸借対照表 日の工事活動の進捗度に応 じてそれぞれ収益,費 用 として認
識 されねばならない」(第22節)として工事進行基準を適用することとしている。なぜな ら,「この方法
によれば,工 事契約収益 は当該進捗度に達するまでに発生した工事契約原価と対応 させられ,結 果とし
て作業の完了部分 に帰属 させ得る収益,費 用,利 益の報告 をもたらす。 この方法は,期 間中の工事契約
'業務 と実績
の程度に関する有益 な情報を提供する」(第25節)ことになるからである。 しか も,工事完成
基準については,一 切,指 示がない。工事契約の結果を信頼性 をもって見積 もることがで きない場合 も,
工事収益が回収可能と見込まれる工事契約原価 まで認識 され,工 事契約原価は発生年度 に費用 として認






方を否定 したIASの日本基準への影響が,現 在,建 設業界で懸念 されている*5。
とはいえ,本稿が問題 とする,わ が国への工事進行基準の本格導入に必 要とされる会計上のインフラ
や影響を理解するには,IASなどの各国会計基準の文面を読むだけでは不十分であ り,会計実務の実態 を
調査 し,研究する必要がある。そこで,次 章では,米 国の工事収益認識 に関わる会計基準とその会計実
務 を詳 しく検討する。
第3章 米国にみる工事進行基準'6
第1節 工事収益 をめ ぐる会計基準
(1}米国 の会計 基準 の構成
米国の建設業会計の代表的な ガイ ドブ ックは,米 国公認会計士協会(AmericanInstituteofCertifiedPllblic
Accounlanls:AICPA)編の 「建設業に関す る産業別監査 ・会計指針」(AICPAlndus{ryAuditandAccounting
Guidcs),"ConstructionCentractors"(1997年5月最新改訂)で あ り,本 書 が中心的 な拠 り所 とするの は,
AICPAが1955年に公表 した会計研究公 報(AccountingResearchBulletins:ARB)第45号「長期 建設契約」
(Long--termConstruction-typeContracts>,および1981年に公 表 した,解 釈 趣意 書(StatementofPosition:
以下,SOP)81-1「建設業,お よびい くつかの種類の製造業の契約 の履行に対する会計処理 」(Accounting
forPerfommanceofConstruction-TypeandCertainProduction-TypeContracts)である。 この うち,と くにSOP
8仁1は 重 要であ る*7。
SOP81-1は,米国の会計基 準設定の第三者機関である財務 会計基準審議会(FinancialAccountingStandards
Board:FASB)への提 案(proposal)の形 を とってい るが,公 表後に行 われたFASB基 準書の変更 等を部
分 的 に織 り込み なが ら,今 日 まで実質的 な会計基 準 と しての有 効性 を保 って きてい る。 ただ,米 国の会
計基準 はわが国 とは構成 が異 なるので,こ の点 を最初 に触 れてお きたい。
前 述の よ うに,米 国の会計基 準 はFASBが母体 となって設定 されてい る(FASBの基準書 をSFASとい
う)が,1973年にFASBが成立するまでは,AICPAのなかの部門である会計原則審議会(AccounlingPrinciples
Board:APB)が会計原則(APB意 見書 とい う)を 設定,公 表 してい た。 そ して,APB意 見書 の一'i部は未
だ有効 で ある。 さ らに,APB意 見書以前 にはAICPAは,前 身の 米国会計 士協 会(Americanlnstituteof
Accountan{s:AIA)時代 も含め て,会 計研究公 報(ARB)を 会計原則 に相 当す る もの として公表 し,こ れ
も未 だ有効 な ものが ある。 その他 に も,会 計基準 に関 わ って各種 の公 表文 書が あ り,そ れぞれ が基準適
用上の優 先順位 を示す ヒエ ラルキ ー(階 層構 造)を 作 ってい る。 以下 は,AICPAが提 示する会計基準 の
ヒエ ラル キーで あ る(表2を 参照)*8。上記 のAICPA産業別監査 ・会計 指針 ,"ConstructionContractors",
な らびに これが準拠 す るSOP81-一一1が共 にカテゴ リーbと して,正 規 の会計 基準 に準 じる地位 にあ るこ
とが理解 で きよ う*9。
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表2 GAAPヒエラルキー 〈*カテゴリーaよ り順に優先性が高い)
カテゴ リーa=AICPA理事会 が指 定 した会計原則 設定機 関 が公表 する会計原則。 これ らに
準拠 す ることによ り財務 諸表 を誤解 させ るの でない限 り,こ れ らか らの乖
離 は認 められない。SFAS、同解釈指針(lnterpretations),APB意見書 R 。
カテゴ リーb:会 計 原則 を設定 する目的,ま た(S-一般 に認 め られた既存 の会計実務 を論議
する 目的 で公開討論の場 で会計問題 を審議 す る,経 験 を積 ん だ会計 士か ら
構成 される機 関の声明 書。ただ し,そ の声 明書 は公 か らコメ ン トを得 るた
めに公開 され,カ テゴ リーaの 機 関 から許可 を得 た もの であること。FASB
TechnicalBulletinssAICPA産業別監査 ・会計指針,AICPASOP.
カテゴ リーc:会 計 原則 を設定 する目的、 または一般 に認 め られた既存 の会計実務 を論議
する 目的 で公開討論の場 で会 計問題 を審議 す る,カ テゴ リーaの 機 関が組
織 し,経 験 を積ん だ会 計士 か ら構 成 され る機 関 の声 明書 。 カテ ゴ リーa
の機 関か ら許可 を得 ているが,公 か らコメン トを得 るために は公開 され て
いない、カテゴ リーbに 属 する声明書。AICPA・AcSECのPracticeBulletins
(FASBの許可 済み),FASBEmergingls§uesTaskForceの同意書
カテ ゴ リーd:特 定の産業界 で行 き渡 った実務 である との理 由 で一般 に認 めち れてい ると
広 く認識 されている実 務や声 明書,あ るいは特 定の状況下 での一般 に認 め
られた声明書の うち,普 段使 わ れている もの。FASBスタ ッフが表明 する
AICPAの"QsandAs"集,一 般 的 あるい は特 定産業界 で広 く認識 され、
行 き渡 った実務 。
他の会計文献:FASB財務会計概念 ステー トメン ト(SFAC),AICPAlssuesPapers,国際
会計基準委員会基準書(IAS),政府会計基準審議会(GASB)ス テー トメン
ト,同解釈指針,同TechnicalBuiletins,他の職業団体や規制機 関の声明書,
AICPA等の実務手 引書,会 計学テ キス ト,ハ ン ドブ ック,論 文
以下 は,主 と して,上 記のAECPAによる建 設業 に関す る産業別監査 ・会計指針 とSOP81-1を拠 り所
に しなが ら,建 設業の会 計基準 を まとめ るこ とと しよ う。
{2)工事進行 基準 と工 事完成基準
米 国 で も,工 事 進 行基 準(Percentagc-of-ComplctionMethod)と工事 完 成基 準(Completed-Contract
Method)の両 方法 が建設業 会計での収益認識基準 となってい る。 しか し,そ れは,同 じ状況下 でいず れ
か を代 替的 に採 用す るこ とがで きる,と い う基準設定 では な く,そ れぞれの基準 の適用の 条件,根 拠,
理 由が明示 され,い ずれ の基準 を適 用すべ きか を判断 しなければな らない(SOP81-1,para.21)。この
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点で,随 意 に,い ず れかの基準 を代替 的に採用 で きる 日本 とは大 き く異 なる。
まず,米 国基準 の基本は工事 進行基準 にある。 その根拠 は次 の ように説明 され る(SOP81-1,para,
22)。
(a>ほとん どの建 設契約は発注者の仕様 に従って建設する ことが明記 され,契 約の履行 を要求する発 注
者の法 的な権 利 と しては,事 実上,工 事の進行 に応 じて中途工事(work-in-progress)に対 する建設業
者 柵 側の権利 を売 り渡 しているこ とを意味す る。建設業者 には中途 工事 に対す る所有主 と しての請求
権 はな く,先 取 り権(lienright)*11を有 するのみで ある。 また,建 設業 者は発注者か ら工事の進行 に応
じて支 払い を受 け,中 途工事 を引 き取 る権利 を行使す る。 したが って,こ の点が,経 済的 な意味で,
建設 契約の履行が工事の進行 に応 じて生 じる継続的売買取引 とみ な され る理由 とな る。
(b)多くの工 事契約 では,ユ ニ ッ ト工事引 き渡 し契約が交わ される。 この契約で は,工 事ユニ ッ トが引
き渡 され る度 に,当 該ユ ニ ッ トに対す る所有権 と損失 に対す る リスクが発注者側 に移 され るのが 一般
であ る。 したが って,ユ ニ ッ トの引 き渡 しと受領 は契約履行 の客観 的 な測定 となる。なお,米 国基準
では,部 分引渡法(unit-{〕f=deliverymethod)は工事 進行基準の変形 と見 られている(SOP81-1,para.
4.)。
以上の理由 で,工 事 進行基 準は契約履行の法的かつ経済的 な結果 を タイム リーに認識す る もの とみ な
され,し たが って,当 基準 に基づ く財務諸 表は工事完成基準 に基づ く財務諸表 よ りも会社の取引 と事象
の経済的実態 を明確 かつ タイ ムリー に反映す る もの として推奨 されるのであ る。
これ に対 して,工 事完成基準 については,SOP81-1は,以下 に示す ように,消 極的,と い うよ りは否'
定的 な立場 であ り,こ の基準 を容 認せ ざるを得 ない事情が別 に示 されてい るに過 ぎない。
す なわち,工 事完 成基準は,工 事 が進 むに連 れて生 じる契 約上の権利の移動状況 の報告 を行 わない。
予測で きない原 価や損失 を もたらす こともあ り得 る未履行 の工事 に対す る見積 も りで はな く,最 終 的に
確定 した結果 に基づ こ うとす る もので,契 約期 間が 一会計期 間 を超 え る ときに,当 期 の履行分 を反映せ
ず,し たがって不 規則 な(irregular)利益 認識 を もた らす可 能性 が ある。 この方 法 に基づ く財務諸表 は,
契約 に関する報告粗利益 とそ れに関連する期 間原価 との関係に関する情報 を示 す ことがで きない,と 指
摘 している(SOP81-1,para.30)。
ここで,SOP81-1が工事進行基準 を基本原則 として指示 する根拠の基礎 にあるの が,工 事契約の履行
に関す る法的 な裏付 け とキ ャッシュ ・フローであ る。工事が進行 し,対 価 も支払 われ,そ の分 が順 に発
注 者側 に所有 権移行 されるた めに,工 事進行 基準 は経 済的 にも,法 的 に も実態 を反映 し,利 益 認識 の基
準 として適切 で ある,と い う理 由付 けであ る。こ こでの法的な理解は,コ モ ン ・ロー(衡 平法)に 拠 っ
て立つ英米契約法の考 え方 に よる ものであ ろうが,こ の ような法的解釈 を しない,わ が国 や欧州 大陸の
実定法 的 な債 権債務法 の もとで,し か も対価の支払 い方法が純然 たる出来 高払いで ない,わ が国の工事
契約慣 行の もとでは,工 事進行基準 は逆 に取引の実態 を反映 しない方法 と して否定 されるのであろ うか。
この点が,工 事 進行基 準原則 論の克 服すべ き最大の論点であ るの か もしれない。
しか しなが ら,現 代 的な会 計認識 と開示 の論理 は,こ のような法的解釈 論の世界 をすでに超えてい る。
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いわゆる,「形式 より実態」(substanceoverform)の考え方は,例 えば,リ ース会計 にもみられるところ
であ り,これからます ます敷桁 されようとしている。 したが って,わ が国の法律論における障害は会計
的には論点 とはならないであろう。むしろ,キ ャッシュ ・フローとの整合性が工事進行基準原則導入論
に対する最も大 きな障壁 となると考えられる(他 に,税 務要因が考えられるが,こ れは別個に検討 しな
ければならない)。この場合,工事進行基準 を原則基準として導入するために純然たる出来高払い制にす




適用 されるべ きとする。すなわち,工 事完成に向けての進捗 の程度と契約収益 と工事原価 との聞に合理
的に信頼で きる見積 もりが存在 し,そのうえで,当 事者間で交わされる契約に,目 的物,対 価,決 済方
法 に関する従わざるを得ない権利を明記 した規定が もうけられ,発注者が契約に基づき自らの義務 を全
うすることが予期でき,かつ受注者が契約上の義務 を履行することが予期できる場合には,工 事進行基
準が望 ましい とするのである(para.23.)。
そ して,こ うした合理的な見積 もりを設定する能力は建設工事に携わる企業にとっては基本的要件 と
みられ(para。24.),したがって」:事進行基準はほとんどの場合に妥当な基準と考えられる。 また,当 基
準の適用は,個 々の工事毎で も,プロフィッ ト・セ ンター(会 計計算単位)毎 で も,適宜,行 われる。
さらに,基 本基準 として工事進行基準 を採用 している企業であっても,合理的 な信頼 し得る見積 もりが
得 られない場合 とか,見 積 もりに信頼を置けな くする基本的な障害がある場合は工事完成基準を適用 し,
これを開示する(para.25.)。
一一方,工事完成基準 は,適用結果 としての,企 業の財政状態 と経営成績が工事進行基準 を適用 した場
合 と大き く変わ らない場合(例 えば,工 事のほとんどが短期の契約である場合)(para31.),あるいは合
理的に信頼できる見積 もりが得られない場合,ま たはその見積 もりに信頼を置けなくする固有の障害が
ある場合に適用で きるものとする(para.32.)。ただし,そのような場合であって も,損失が発生 しない
とい う保証がある場合(例 えば,契約範囲は暖味であるが,コ ス ト・プラス方式等により,利益が保証
されている場合など)は,よ り明確な見積 もりが得 られるまで,工 事完成基準 よりは,利益 をゼロとし
て計算する工事進行基準(収 益 とコス トを等 しいとする)を適用すべ きであるとする。なぜ なら,工事
完成基準は工事の完成 まで損益計算書に反映 されないのに対 して,工 事進行基準 は企業活動 と経済資源
の使用を開示で きるか らである(para.33.)
以上のように,SOP81-1は工事進行基準 を原則的基準 とし,その前提に,工 事に関わる進捗度の把握
と収益 と原価の発生に対する合理的に信頼できる見積もりを行 う能力は通常の企業にとっては当然の要
件であ り,また工事毎,あ るいはプロフィット・セ ンター毎に,そ の ような見積もりは一般的に行われ
るであろう,とい う理解 を提示 しているのである(注文変更については,別 個に指針を設けている)。こ
一190一
明治大学社会科学研究所紀要
の点が,と りわけ,わ が国の建設関係企業の見積 もり,積算能力の低 さ,さ らには工事契約 に加わ りが
ちとされる,恣 意的,流 動的要素の多 さを考慮すると,工事進行基準適用上の一つのハー ドルとなる可
能性がある。 しか し,逆 に言えば,こ の点 こそ,工 事進行基準 を適用することによる,わ が国建設業の
経営の合理化への寄与が期待 されるのである。
第2節 工 事進 行基準適用上 の具体的指 針
ここで は,工 事 進行 基準の具体 的適 用上の諸問題 を,主 と してSOP81-1を参考 に して,ま とめ るこ
と と しよう(な お,以 下の各館でのパ ラグ ラフ番号 は,特 に出典 を明記 してい ない場合,SOP81-1のパ
ラグ ラフ番号 であ る)。
{1)プロ フ ィッ ト・セン ターの決定
工事 進行 基準 で あろ うと,工 事完成 基準 であ ろ うと,収 益 認識,原 価累 積,お よび利益 測 定の単位 で
あるプ ロフ ィッ ト・セ ンター(会 計計算単位)を まず確定 し,各 プ ロフ ィッ ト ・セ ン ター毎 にそれ らの
会計基準 の適用 計算 を行 うが,プ ロ フィッ ト ・セ ンターは基本的 には一請 負契約毎 に設 け られ る。 しか
し,複 数の請負契約 を一括 した り(combining),逆に,一 つの請負契約 を複数の プ ロフィ ッ ト ・セ ンター
に分割 した り(segmenling)する場合 もある。 しか し,こ れ らの決定 には…定 の 規準 が設 け られ てい る
(para.34.)o
まず,請 負契 約の一・括化(combiningcontracts)とは,一 群の請負契 約 が非常 に密接 に関係 し,事 実上,
それ らが全体 としての利益 マー ジ ンを有す る単一 の プロジェク トの 部分 を構成 し,し たが っ て請負 契約
を個 々に会計処理 す るこ とが可能 でなかった り,適 切 でない場合 に,利 益 認識 の 目的上,請 負契約 を一
括す る ことが検 討 され る(para、35.)。その際の判断規準 は以下の通 りで あ り,こ れ らのすべ ての判断規
準 を満 たす契約 は一括 される(para.37.)。
a,請 負契約 が,全 体 としての利益マ ージ ン獲得 目的の もとで同一'の経 済的条件 下で,一 つのパ ッケ
ー ジと して取 引交 渉 され る場合。
h.請 負契約 が,事 実上,単 一の プロジェク トの遂行 を目的 とす る一つ の合意の もとで成 立 してい る
場 合。
c.請 負契約 が,実 質的に原価 を共通 し,目 的物 の 諸要素,局 面,あ るいは生産 単位毎 に区分 した り,
合 理的 に配分 で きない,極 めて相互 関連性 の強い建設 を必 要 とす る場 合 。
d.請 負契約 が,同 じ場所,あ るい は異 なる場所 で あって も近い場所 で,同 時的,な い し続 けて,同
じプ ロジェ ク ト管理 の もとで,履 行 される場 合。
e.請 負契約 が,実 質的 に,一 人の発注者 との合意 の もとで成立 して いる場 合。 ・
次 に,請 負契約 の分割化(scgmentingacon{ract)とは,一 括化の テス トを満たす単一 の,あ るいは一群
の契約 で も,い くつ かの要素 な り局面 を含 み,そ れ ぞれを受 注者が 同一の発注 者 と別個 に交渉 し,独 立
に履行 し得 る場 合,各 活動 は単一の プロフ ィッ ト ・セ ンター と して会計処 理 し得 る。 この場 合,全 収益
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は異 な った要素な り局面毎 に割 り振 られ,異 なる利益率 を達 成する ことになる(para.39.)。請負契 約
の分割化の基本要件 は,以下の手順が踏 まれ,文書 として残 され,そ れが立証で きる場合である(para.40.)。
a.請 負契 約者が 当該 プロジ ェク トの 個々の要素 とプ ロジ ェク ト全体 の両 方 に真 に必 要な企画 を提 起
している こと。
b.発 注 者が,当 該企 画 につ い て両方 を まとめて受 諾す る立 場 にあ った こ と。
c.個 々の構成 要素 に関す る企 画 の総 額は プロ ジェク ト全体 に関す る金額 とほぽ同 じであ る こと。
これ らの規準が満 た されない場 合 で も,請 負契 約あ るい は プロジェク トの条 件や範 囲が独立 した段 階
や要件 を必 要 と し,そ れ らが個 々に入札 され た り,取 引交渉 され,異 な った粗 利益 とな るな どの諸要件
(para.41.)をす べ て満 た した場合 には分割化 が 可能 であ る。
無論,SOP81-1が,プ ロ フィッ ト ・セ ンターに関するこの ような細 かい指 示 を行 ってい るの は,請 負
工 事 の会計処理 にあ た り,プ ロフ ィッ ト ・セ ンターを企業 側の随 意の判断 に よって設 定す るこ とを許 せ
ば,利 益 操作の余地 を与 えることにな るか らで ある。つ ま り,SOP81-1は企業側の会計判断の手引 きで
あ る と共 に,公 認会計 士 に よる監 査判断 の規範 で もあるので ある。 したが って,公 認 会計士 の監査 を要
しない企業 であれ ば,こ うした規 準の適用 は受 けないので あるが,米 国 では,公 認会計 士 の監査済 み財
務 諸表 は,入 札 の際 の発注 者側の企業選定 の資料 に され た り,入 札 ボ ン ド等 の発行 にあ たっての ボ ン ド
・ブm－ カーに よるボ ン ド会社への ボ ン ド発行勧 告の資料 にされた りす るため に,SOP81-1の指針はか
な り多 くの企業 に まで浸透 してい る と考 えて よいであ ろ う。
② 請 負契約の進 捗度の測 定
工事 進行基準適用上,最 も大 きな問題 は工 事進捗度の測定 である。ARB第45号(para.4.)は,測定方
法 を,投 入原価 を もとにす る方法 と別の方法 で測 定す る方法の2つ に分 類 し,い ず れかの方法 を採用す
るこ とを勧め,SOP81-1も,こ の考 え方 を採 る(para.44、)。なお,一 定 の方法 を採用 した場合 には,継
続的 に採用 し,採 用 してい る方法 を財務諸表 の注記 に開示 しなければな らない(para45.)。
SOP81一ユは,基 本 的 に測定方法 を インプ ッ ト法 、(請負工事 に投 入 された努力 をも とに測定す る方法で,
投 入 された原 価等 を もとに測定 する)と ア ウ トプ ッ ト法(工 事で達 成 された成 果 をもとに測定 す る方法
で,製 作ユ ニ ッ ト,納 入ユ ニ ッ ト,建 設マ イル数,付 加 価値 を もとに測定 す る)の2つ に分類 してい る
(para.46.)。ただ し,両 方法 共 に欠 陥があ る。 イ ンプ ッ ト法 は,イ ンプ ッ ト単位 と生産物 に一定 の相関関
係 が ある とい う仮定 を置 くもので,そ の 関係は不効 率,そ の他 の要因 に よ り損 なわれ るか も しれ ない。
ア ウ トプ ッ ト法 は,直 接 に成果 を測定す るので,信 頼 で きる測定 法が設 け られ れば最 良の方法で あ るが,
その測定法 が得 られ ない こ とが多 く,次 善 の方法 と して イ ンプッ ト法が使 われ る。いず れの方法 を用い
る に して も,状 況 に応 じた判断の行使 と調 整が欠 かせ ない(para.47.)。
SOP81-1が具 体的 に示す イ ンプッ ト法 としての測定方法 には,労 働時 間法,労 務 費 法,機 械時 間法,
材 料 費消量 法(para,48,),および総 原価 ・期 間原価比 較法(para.50.)があ るが,イ ンプ ッ ト法 であ れ,





このように,米 国基準は,工 事進捗度の測定方法 として,単 純に総原価 ・期間原価比較法だけを示す
のではなく,企業の工事形態に応 じた適切な方法のメニューをい くつか用意 し,その中か ら選ぶことを
指示 しているのであ り,この点は,も しわが国で工事進行基準の普及適用を図るのであれば,企業にとっ
ても導入 しやすいようにす るために,選択の幅 を広げる工夫が必要であることを示唆 している。
なお,SOP81-1は,工事完成基準の完成時点の判定基準についても指示 している(para.52.)が,請
負工事は,原 則として,残 余の原価や潜在 リスクが金額的に僅少であるならば,実 質的に完成 したもの
と見なし得 るものとしている。この原則は,利益計上を人為的に早めた り,引き延ばした りすることを
回避 させるためのものであ り,具体的な判定規準は継続 して適用 され,会 計方針に関する財務諸表の注
記 として開示 されねばならない,と する(para.52.)。
(3)工事利益 の諸計 算要 素=収 益 の計 算
請負工事 収益の 見積 も りには種 々の将 来事象の発生 に よる不 確定要 因の影響 を受 け るため に,見 積 も
りは,工 事期 間 中,事 象が発生 する度 に,ま た不確定 要因が解決 され る度 に改訂 され ねばな らない(para.
53.),とす る。 なお,総 工事価額の決定 にあた り考慮すべ き要 素 には,基 本的工事 原価,工 事 オプシ ョン,
注 文変更(changeorder:設計変更を含む),ク レイム(claim:求償)*ハ2,違約金 ・報奨金 に関 する特別規
定 などが ある くpara。54.)。
工事 収益 額は工事契約 か ら実現 される と見込 まれ る総額であ るが,そ れ は契約条件 と工事 価額に よ り
決定 され る。工 事価額 は固定的であ った り,変 動 的で あった り,工 事契約 の種類*)3によ り多 くの不確 実
性 を伴 う。 したが って,工 事 に伴 って見込 まれる収益総額 を決定 す るにあた り,将 来 事象の蓋然性 につ
いての注 意深 い検 討 と判 断が不 可欠 となる(para.55.)。
固定 価額契約(fixed-pricecontract)は,通常,明 記 された契 約価額,一 定の施 工作 業の範 囲,お よび
施工明細 を付 して締結 されるが,修 正条項 を付 して,価 格変更,報 奨 制度,違 約金 制度 などを盛 り込 む
こ とも しば しば見 られ るの で,工 事収益 額の決定 にあた っては これ らの 要素 も考慮 しなければ ならない。
これ らはユニ ッ ト価格契約(unit-pricecontract)の場合 も基本的に同 じである。時間一材料基準契約(time
-and-matcrialcontract)では,契 約中に,労 働時間や投 入材料 についての保証限度条項や規準(markup)条
項が明記 される場 合 もあ るので,こ れ らの検討が必 要 となる(para.56.)。
原価基準契約(cost-typecontract)の種 類は多いが,請 求可 能原価(reimbursablecost),間接 費充当率
(overheadrecoveryperccntages),および報酬 が決め られ,報 酬 は固定額で あった り,請 求可能原価の一定
率 であ った り,あ るいは施工基準 を もとに した金額で あった りす るの で,そ れ に応 じて収益 の認識 が行
われ る。 ただ し,請 求可 能原価の保証 限度 額が設け られた り,事 前決定価 格や完 成 日や施 工 プラ ン ト稼
働 能力の達 成度 に応 じた違約金や報奨制度 もある(para.57.)ので,そ れ らの要素が収益 決定の際に加味
される こ とになる。 また,CM*14(コンス トラクシ ョン ・マネージ ャー)と して発 注者 と契約 し,施 工業
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者 は発注 者が直接 契約 する場 合,CMと しての報酬 は発生原価 とは関係がない(para.58.)こと,さ らに
主た る請負 業者 と して,サ ブコ ンや材料等の納入業 者 にも支払 い責任 を有す る場 合 は,そ れ らの支払い
を含 めて収益計 上 をす るこ とになる(para、59.)。
(4)工事利益の諸計算要素:施 主支給材料、注文変更sオ プション,ク レイム
(施主支給材料)
施主支給材料であっても,材料の品質,型 式,特 性,仕 様 に請負業者が責任を負 う場合,あ るいはそ




注文変更は,当 初の契約の変更であ り,'仕様 ・設計の変更,施 工方法の変更,必 要機械,設 備,材 料,








c.注文変更 に帰する原価を上回る金額の請負価額が修正 され,か つその超過額の見積 もりが信頼で
きるのであれば,当 初の請負価額 もその金額について修正され,そ の時点で,履行工事原価 として
認識 される。ただ し,将来的な利益 を立証することは困難であるために,そ れが確実になるまで計
上すべ きではない。
なお,注 文変更が紛糾 し,工事の範囲 と価格について折 り合いがつかなければ,そ れ らはクレイムと
して扱われる(para.63.)。
(オプション,追加工事)
既存の請負契約に対するオプションや追加工事は,次 の条件の下で,別 個の契約 として扱われねばな
らない(para.64.)。
a.提供される工事 が,当初の契約での工事 と大 きく異なる場合。
b.新規工事の価格が当初の契約 とは別個に交渉され,経 済性の判断 も異なる場合。




オプションや追加がこれらの条件に合わなければ,そ れらは請負工事の一括化の問題(前 述)と して
扱われ,別 契約でもなく,一・括化の対象でもなければ,注 文変更 として処理される。
(クレイム)
クレイム(前 掲,注 解7を 参照)に 関する追加工事収益の認識は,そ れが工事収益の追加をもたらす
可能性が高 く,かつ金額が合理的に見積 もられ得 る場合にのみ行 われる。これらの条件 は,以 下の状況
のすべてが存在することで満たされる。
a,ク レイムに対する法的な根拠が存在するか,弁 護士の意見で,ク レイムを裏付ける合理的な根拠
が存在するとの表明がある場合。
b.追加 の工事原価が,契 約時点では予測できなかった事情に起因 し,請負業者側の不首尾によるも
のではない場合。
c,ク レイムに関連す る原価は明確に認識,な い し把握で き,施工内容か らして合理的である場合。
d.ク レイムを裏付ける証拠が客観的で検証可能であ り.業者の 「感 じ」 とか,裏 付けのない主張で
はない場合。
これ らの条件が満た される場合は,ク レイムからの収益は,ク レイムに関する工事原価 までの金額で
のみ計上 され,ま たクレイムに起因する工事原価も,履行工事原価 として発生時点で計上 される。その
場合,金 額が重要であれば,財務諸表に注記 されねばならない(para.65.)。なお,ク レイムからの収益
が受領時点にのみ計上 される実務 を採用 している場合,そ の金額が財務諸表に注記 として開示 されねば
ならない(para.66.)。上記の条件 を満たさない場合,あ るいは満た しても,ク レイム額が計上された工
事原価を超える場合,偶 発資産 として開示 されねばならない(SFAS,第5号,para.17.)(para.67.)。
(5)工事利益の諸計算要素=原 価の計算
(工事原価一一般)
建設会社たる もの,一 定の正確 さの度合いでもって,請 負工事 に関 して発生 した原価を把握で きなけ
ればならないが,そ れは採用 している原価計算 システムの適切性 と有効性 に大 きく依存する。原価 に関
する会計処理の手続 とシステムは,比 較的に簡単で,適 度に詳細な分析ができる程度の,手 作業を中心
とするものから,か なりの詳細な分析がで きるコンピューターにもとつ くものまで幅があるが,そ れぞ
れのシステム,あ るいは手続の目的は,満 足のいく利益測定を確かなもの にする程度の正確性で,適 切
かつ継続的に原価を累積することにある(para.68.)。
工事原価には,材 料費,直 接労務費,外 注費,と いった直接費 と,工事 と結 びつけて分類 され,配 分
される間接費 とがあるが,実務的には,工事支援費などの,あ る種の間接費の処理に関 して差がある(para.
69.)。しかし,原価は,生 産に直接的に,あ るいは将来の明確な利益 に基づいて配分することで関係づけ
られない限 り,期間原価 とする,と いうのが一般に承認 された原則であ り(para.70.),工事進行基準等
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の会計基準の種類に関わ らず,工 事原価の処理は,通 常の棚卸品,あ るいは事業所 に適用される原価計
算の枠組み と同 じである(pafa.71.)。
以下は,原 価に関する会計処理の一般的な原則である(para.72.)。
a.材料費,労 務費,外 注費(subcontractingccsts)などのすべての直接費は工事原価 に含 まれる。
b.工事原価 に配分で きる間接費には,間 接労務費,工 事管理費,工 具 ・備品費,消 耗品費,品 質管
理 ・検査費,保 険料,修 繕維持費,減 価 ・減耗償却費,段 取 り ・労務管理費などの支援費などがあ
る*15。間接費配分の方法 は系統的,か つ合理的でなければならない(例 えば,直接労務費基準,直
接労働時間基準,直 接労務費 と直接材料費の組み合わせ基準 など)。
c.一般管理費は発生 した年度の費用 として賦課 されるが,工 事完成基準の もとでは工事原価で処理
することもできる。
d.販売費 は,工事原価から除外 し,発生 した年度 に費用計上す るが,前 契約原価(precontractcosts:
後述)に 該当する場合はこの限 りではない。
e,原 価基準契約(cost-typecontract)'の場合であって も,その原価は他の種類の契約 と同 じように処
理 される。
f.請負工事 に関する見込みの粗利益を計算 した り,損失 に対 して引き当てた りする場合,完 成まで
の原価の見積は,工 事原価に含め られる,あ らゆる種類の原価を反映 した ものでなければならない。
g.棚卸資産 としての工事原価は,当 該工事に関する見積実現可能価額 を超えた額で繰 り越 されては
ならない。
h.支払利息は,SFAS第34号(利息費用の資本化)に したがい,工 事原価または期間費用 とする。
(前契約原価)
前契約原価 とは,a.工事契約が得 られない限 り利益には結びつかない,特 定の契約の見込みの上で発
生する原価。b.具体的に見込まれる工事契約 に関連 して使用 される資産に関わる原価。c.同一品目の将
来の受注 を見込んで,現 在の契約での必要量 を超えて取得 した り,生産 した物品に関 して発生 した原価。
d.見込 まれるが,明 確 に特定で きない契約に対 しての研修,始 動,動 員に関わる原価であるが,実 務上,
将来の契約獲得 を見込んで繰 り延べ られる場合がある(para.73.)。とは言え,こ うした原価 と将来の契
約獲得 との間の直接の関係を見いだすのは困難なことが多い(para.74.)。そこで,次 のような会計処理
が推奨 される(para.75.)。
a.特定の見込み契約に対 して発生 した原価で,契 約が得 られない限 り,将来の利益につなが らない
原価は,工 事原価,あ るいは棚卸品に含めてはな らない。かかる原価が繰 り延べ られ得 る場合は,
その原価が直接 に特定の見込み契約 と関連 させることがで き,将 来の回収の可能性が高い場合であ
る。
b.購入材料や設備 などの資産に関 して発生 した原価は,将 来の工事収益,あ るいは資産の処分か ら
の回収の可能性が高い場合,工 事原価,あ るいは棚卸品以外で繰 り延べ得る。
一196一
明治大学社会科学研究所紀要
c.将来の追加受注を見込んで,現 在の契約必要量 を超えて取得 した物品に関 して発生 した原価は,
回収の可能性が高ければ,棚 卸品 として処理 される。
d.現在の工事契約,な らびに将来の契約の継続的獲得を見込んで発生 した研修費,あ るいは始動費
は,現 在の工事に賦課する。
c.契約を見込んで繰 り延べ られた原価は,当該契約の獲得時に工事原価 として計上する。
f.回収が見込 まれないとして発生時の費用 として賦課 された原価は,後 に契約が獲得されても,修
正 されてはならない。
(バック ・チ ャー ジ)
バ ック ・チ ャージ(backcharge:事後請求)は,契 約当事者 の一方 が他方 に対 して,契 約に基づ き,事
後的 に請 求す るもので,後 片付 け費 とか,ゼ ネコンの機材 をサ ブ コンが使用 した場 合の請求 な どの例 が
あ る(para.76.)。一般 的 な会計処 理は以下の通 りで ある(para.77.)。
a.他 へのバ ック ・チ ャージは回収可能 と考え られ る範囲で売掛 金 と し,工 事 原価か ら差 し引 く。
b.他 か らのバ ック ・チ ャージは買掛 金であ り,支 払 を行 う範 囲で追加工事 原価 とす る。
(見積残工事原価)
工事完了までの,残 工事の見積原価は稼得利益の判定に重要な要素とな り,したがって工事契約に伴
う会計処理に重要な問題 となる。最新の見積原価を出す過程は総工事原価の見積 と同 じであ り,そのい
ずれにあたって も,次の ような実務が採用 されなければならない(para.78.)。
a.原価計算システムと結びつけられた,系統的かつ継続的手続が,実 際原価 と見積原価の定期的な
照合 に用い られねばならない。
b.総工事原価の見積 にあたって,原価のすべての要素の量 と価格が明確に把握 されねばならない。








見積工事収益 と総見積工事原価との差額,す なわち総見積工事の粗利益 は,あ る期間の,工 事契約 に
関 して稼得 された金額を決定する前に決めて置かねばならない。その上で,工 事進行度に応 じて,稼 得
された収益,お よび粗利益が計算 されるが,・その際,見 積工事収益および稼得 された収益 ならびに総
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見積工事原価および稼得 された収益に対応する原価が決定 されねばならない。その場合,以 下の二つの
方法*】6があ り,それらのいずれかが継続的に適用 されねばならない(para.79.)。
A方式 くAlternativeA)〈para.80.)
この計算方式は,総 見積工事収益のうちの一定 日までに稼得 された収益は,完 成までの進捗の程度 を
測定することで決定 され,対 応原則に従って,進 捗度測定値がその期間の実現工事収益に対応する,総
見積工事原価の対応部分を計算するために使われる。この結果,工 事の履行度合いに一致 した収益,原
価,そ して粗利益が報告 される。 さらに,工 事期間中に見積に変更がなければ,一 定の粗利益率が維持
されることになる(現 実には,見 積の変更は常に生 じるので,調 整が必要となる)。この方法では,次 の
ような計算が行 われる。
a.稼得収益は,工 事進捗率 を総見積工事収益 に乗 じて計算 され,前 期までの期間に報告 された稼得
収益を上回る,そ の計算 された金額の超過分が当該期間の稼得収益 と して,損 益計算書に認識 され
る。
b.稼得収益に対する工事原価は,工 事進捗率を総見積工事原価に乗 じて計算 される。その稼得収益
に対する工事原価について,前 期 までの期間に報告 された稼得収 益の原価を上回る,そ の計算 され
た金額の超過分が当該期間の原価として損益計算書に認識 され,ま た発生 している総工事原価 と稼
得収益 に対する工事原価との差額は貸借対照表に報告 されねばならない。
c,当該期間の工事粗利益 は,当 期の稼得収益に対する工事原価を上回 る稼得収益の超過分である。
B方式(AlternativeB)(para、8L)
この計算方式は,完 成 までの進捗の程度の測定値は,そ の時点 までの稼得 された粗利益の金額を決定
するために使われ,稼 得 された収益額は工事に発生 した原価と稼得 された粗利益の合計額である。 ここ
では,あ る期間に工事の履行に要 した原価は,そ の期間の稼得収益の原価であ り,見積 もりによらず客
観的に決定でき,こ れを稼得利益の会計上の決定に使 うべきとする。この方法は,粗利益率は,毎期,
変動すると考えるものであるが,見積原価 ・発生原価比較法を採用 している場合は,A方 式と同 じになる。
この方法では,次 のような計算が行われる。
a.稼得工事収益は,あ る期の工事について稼得 した粗利益の金額 と,その期の工事原価との合計額
である。
b.稼得工事収益の原価は,そ の期に発生 した原価である。
c.稼得 された工事粗利益は,総 見積工事粗利益に工事進捗度 を掛け合わせて算定 される。前期まで
に報告 された粗利益額 を上回る,計 算 された金額の超過分が,当 期の損益計算書に認識 されるべ き
粗利益である。
(見積 もりの改訂)




る ことが多い。建設工事 に対 す る会計処 理 について は,変 化 する状況,な らびに新 しい事態 に対 す る見
積 も り手続 の精緻化が絶 えず,か つ宿命的 に生 じる ものであ り,そ の うち,後 発事 象 に関 わる もの は,
財務諸表 自体の修正 を必 要 とせず,ま た見積 もりの改訂 も必 要 としないが,開 示の対象 になる(para.82.)。
収益,原 価,お よび利益 の見積 も り,な らびに進捗度 の測定 における改訂 は,会 計上 の見積 も りの変
更 に相 当するが,そ の場 合の会計処理 には二 つの方法 があ る。
a.累 積的キ ャッチ ・ア ップ(cumulativecatch-up:遡及処理) 改 訂 された見積 も りが当初 か らの もの
であ ったように,貸 借対照 表,な らび に後の期 間の会計処理 を改め る処 理 をす る。
b.配 分の 見直 し(reallocation):見積 も り改訂の年度 と後 の年度 について,改 訂 の影響 を比例的 に処
理す る。
実務 的には,前 者 が多 く使 われ,ま た実務 における差 異を狭め るために も,そ ち らが望 ま しい(para.
83.)。なお,影 響が大 きい重要な変更 については,そ の影響 を開示するこ とが勧告 されている(para.84.)。
(工事損 失引当金)
総工事収益 と工事原価 との見積 も りで損失 が見込 まれ る場 合,工 事 に関 わる損 失全体 に対す る引 当金
が設 け られ ねばならない。損失 引当金計 上時期 は,工 事進行基準 で も,工 事完 成基準 で も,い ず れの場
合で あって も,損 失 の発生が明 らか になった時点 である。 また,工 事 の一括化 を してい る場合 は,一 括
され た工事 を単位 に して引当計上 し,工 事の分割化 の場合 は,分 割 された単位毎 に引当計上 す る(para.
85.)。
会計 日的上,損 失の認識 は企業 の通常 の原価計算手続 をも とに算定 され る原 価 を基礎 に し,履 行違約
金に対す る引 当金 も損失 に含 まれる ことに なる(para.86.)。見込み損失の計 算 にあた り,す べ ての原価
要素が算入 されね ばな らないが,そ の中 には,違 約金,報 奨 金,コ ス ト ・プ ラス方式 の工 事 におけ る請
求不能原価(nonreimbursablecosts),注文変更,見 込 まれる工 事価格変更 な どの 要素 を含 むこ とになる
(工事完成基 準の もとで,一 般管理費 を工事原価 に含める場合 は,そ の原価 を含め る)(para.87.)。
損失 引当金の性格 は見積収益 を上 回る見積原 価の超過 額であ るので,収 益 か らの控除項 目 と して では
な く,原 価の追加項 目 として扱い,引 当金額が大 き く,あ るい は異常,ま た は臨時的で ない 限 り,損 益
計算書 で別科 目 として掲記 する必 要はない。 また,独 立表記す る場合 も,粗 利益 計算 にあた っての原価
要素の一つ として扱 う(para.88.)。さらに,貸 借対照 表土,損 失引 当金 は流 動負債 として独 立表示す る
が,工 事原価 の累積額 が表示 されてい る場合 は,そ の控 除項 目となる(para.89。)。
第3節 デ ィスクロー ジャー
SOP81-1は,請負工 事 に関す るデ ィスクロージ ャーの基準 を,ApPcndixCにまとめ てい る・ そのい
くつ かは,す でに述べ たが,こ こで総括 してお きたい。
para,21:財務諸 表の注記情 報 と して,工 事収益 と工事原価の算定方法 ・お よび工事 の一括化 と分






財務諸表の注記情報 として,工 事完成基準採用時に工事が実質的に完了 したと判断する
規準を開示する。
paras.65-67:クレイムによる収益の追加請求の場合,正 当な請求 と認められる場合にのみ,ク レイム
に係る工事原価のみを財務諸表の注記情報として開示する。 また,ク レイムによる追加
収益 を,実際に受領した場合にのみ計上する方針を採用 している場合,財務諸表の注記
情報 として,そ の受領収益額を開示する。また,ク レイムが正当な請求であるとの客観





変更する場合,過 去の財務諸表に遡 って(も ともと,その基準で会計処理を行 っていた
かの ように表示して),その財務諸表 を再掲記する形で開示 しなければならない。
第4節 計 算事例
以下の計算事例 は,前 述の,AICPA,産業別監査 ・会計指針(AuditandAccountingGuide)`℃onstruction
Contractors"の,AppendixC,Dにおける主要 な例 を素材 に した もの である。

















以上の仮 説を もとに,A方 式 とB方 式 を比較 した損益計算 を行 えば,以 下 の通 りとなる。
















B方 式は,期 間申に発生 した原価 と進捗度 を もとに計算 した利益 の合計 を工事収益 とす るもので,工 事
収 益 と工 事原価 との対応が整合性 のあ る数値で行 われ ない。 両方式が一致 す るの は,見 積原価 ・実 際原
価比較 法 を採用す る場合のみであ る。
(2)見積原価 ・実際原価比較法(Cost-to-costMethod)












工 事開始後,ラ ム ・サム価 格を$150,㎜だけ増加 させ る注 文変更があ り,そ れ に伴 う工事 原価の増加
は,労 務費 が$10,000,材料 費が$110,000と見積 もられ る・









ただ し,こ の発生原 価の中 には,施 主支給材 料$40,000が含 まれ る。
工 事進捗度,工 事収益,お よび工 事原価 を計算す れば,以 下の通 りである。






この ま ま,工 事が次の 年に完成 した。 よって,損 益計 算書 は次 の通 りとなる。
第1年 度 第2年 度


















仮説 例は,上 記(2)と同 じとす る。 ただ し,第1年 度 の労働 時 間は,受 注業者 自身が6,000時間,外 注 業
者が4,080時間であ り,完 成 までの総労働時 間 は21,000時間 と見込 まれる。
工 事進捗度,工 事収益,お よび工事原 価 を計算 すれば,以 下 の通 りであ る。
























*あ る業者 が,19×7年に,総 額$1,620,000の工事 契 約 を獲 得 した。利 益 は,$243,㎜ と見込 まれ る
(したが って,見 積工事 原価 は$1,377,000)。19×7年末 までに,$510,000の原 価が発生 した。19×8年末
まで に,豪 雨,な らびに土壌不 良,そ して現場管理上 の トラブルが重 な り,累 計 で$1,550,000の原価が
発 生 し,さ らに完 成 まで に$130,000の原価 を要す るこ とが見込 まれ,結 果 として,$60,000の損失が見
込 まれ るこ とにな った。
各 年末の工事 進捗率 は以下の通 りである。
19×7年工事 進捗度=累 積発生原 価 く$510,000)÷総見積原 価($1,377,000)=37%
19×8年]:事進捗度 一累積発生 原価($1,550,㎜)÷総見積 原価($1・680・OOO)==92%
















*19×8年末 まで に,累 計 の 工 事 原 価 は$1,550,400(=$1,620,000×92%+$60,000)とな る。
第5節 米 国建設業会 計の実務
(1)CFMA統計調査 とその概要
これ まで,米 国の建 設業会計 につ いて,と くに工事 進行 基準の適 用 に関 わる会計基準 をみて きた。 し
か し,建 設 工事の入札,契 約実行 に関 わるシステムの中で,企 業 会計が どの ような役割 を果 た し,あ る
い は利用 されてい るの だろ うか。 この点 が本 稿の主題の究明 を支援 す る材 料 となろ う。か かる視 点 か ら,
工事進行 基準の適 用 と運 用 を米 国建設 業会計実務 についてみ ること としよう*17。
以下,こ こでは,CFMAが 統計資料 と して発行 してい る,CFMA'SConstfuctionIndustry(1995年版)*Is
を主 たる材料 とし,米 国建設業 の会計 実務の状 況 を概観的 にま とめてお きたい・
CFMAの 統計資料 は,同 協会へ の加盟業者会 員(3,200社),および非会 員の,全 米建 設業者の トップ
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・ラ ンク企業,な らび に年間100万ドル以上 の売 上を計 上する企業,合 計5,000社にア ンケー ト調査 を行 っ
た結果で ある(回 答状 況は,975社とい うこ とである)。調査結果 は,1)事 業活動 な らびに会計問題 と,2)
財務 諸表 とその分析 の2部に分 け られ,1)は さらにユ0のセ クシ ョンに分類 され,そ の一項 目に,「会計方
針,お よび方法」(AccountingPoliciesandMethods)があ るが,そ の内容 を紹介す る前 に,当 統 計の概要
をみてお こ う。
まず,ア ンケー ト調査 に回答 した建設業 者(建 物 ・倉庫建設,土 木 ・ハ イ ウエイ建 設,各 種 設備 ・識
別)の 平均 的業 態 をみ てお くと,工 事 受注 は,公 共分 門36%(連 邦政府9%,州 政府150/o,地域政 府
}2%),民間部 門64%で あ る。工 事契約 の形態 は,r・t－括固定 価額(ラ ム ・サ ム)制61%,ユ ニ ッ ト
価 格制15%,コ ス ト ・プラス最高保証額 制12%,時 間 ・材 料基 準制8%,コ ス ト ・プ ラス報酬 制
7%,CM業 務40/。となっている。 回答企業の平均 資産額 は約2,000万ドル,平 均売上額 は約5,380万
ドル,売 上高純利益 は1.50/o,粗利益率 は8.3%とい った ところ であ る。
(2)会計方針,会 計 方法,お よび関連事 項
工事収益認識 基準 と して工事 進行基準 を採 用す る企業 が全体 の97%に上 り,こ れは米 国の会計 基準 を
反 映 した ものであ る*19。なお,少 し古い資 料で あるが,参 考.として,AICPAのAcc皿ntingTrends&
Techniques,1993年版*moによる表3の 統計 資料 を紹介 してお こう(こ の表の数値 は上場600社をサ ンプル
抽 出 し,そ こか ら長期 請負工事 を行 う企 業 を さらに抜 き出 した実 数であ る)。ここで も,同 様の デー タが
得 られてい る。
表3会 社数
1992 1991 1990 1989
工事完成基準 94 92 91 92
部分引渡基準 35 36 34 33
工事完成基準 5 8 9 6
特定できない 1、 2 4 2
(注)部分引渡基準(Unit-ofLdelivery)はわが国の部分完成基準に
近いが,米 国で は工事進行基準の一種と考 えられてい る。
ここで,米 国連邦税法である内国歳入法典(lntemalRevenueCode:IRC)は,基本的には工事進行基
準の道川を義務づけている(工事進捗率の計算は見積原価 ・実際原価比較法に限る)が,例 外的に,小
企業(過 去3年 間の総売上高の年平均が,$1,㎜万を超えない企業)で,工 事契約が2年以内に終了す
る場合,工 事進行基準以外 の基準(工 事完成基準など)を 採用できることになっている。米国の会計制
度 は,日本のように,確 定決算主義を採用 していないので,企 業会計 と税務申告用会計は別の制度であ
るが,中 小企業の場合 は税務申告用の会計 が通常の会計 に大 きな影響与 えているとい うので,中 小企業




次に,工 事進行基準の具体的な適用方法 として,利 益認識の時期 をどの時点 とするかの問題があるが,




の企業は,注 文変更の価格が決定 されるまで,あ るいは価格未決定の注文変更に等 しい収益が認識 され
るまで,注 文変更に関連する原価を繰 り延べる方法 を採用 している。
また,ク レイムに伴 う収益の認識は,ク レイムの決着の可能性が高 く,金額が合理的に見積 もれる段
階で認識する企業が51%,クレイムが決着 した段階で収益 を認識する企業 が31%,残りの18%は,クレ
イムに対する現金の支払いが行われた段階での収益認識であった。
ジョイント・ベンチ ャー(共 同)工 事への持ち分に対する会計処理方法は,持 分法(50%),全部連結
(13%),持分法 と連結の併用(12%),原価法(10%),部分連結,ま たは比例連結(9%),お よびその
他(6%)と なっている。
外注費の工事原価に占める割合は,業 種 によって差があるが,平 均すれば40%である。 また,管 理費
を工事原価に配分する企業は回答企業の29%であり,その配分基準は,労働時間 ・労賃(52%),工事価
額(17%),一律配分(10%),その他(2i%)である。
なお,決算 日はカレンダー ・イヤー(12月31日を決算 日)を採用 している企業が最 も多 く,53%であ
り,以下,9月30日(11%),3月31日(10%),6月30日(59/・),その他(21%)である。
また,経営情報システム(ManagemcntInformationSystem)の利用の状況で,ソ フ トウエアーについて
も,ネ ッ トワークについても,会計用途に最も多 くの企業が利用 している(ソ フ トウエアー利用:98%,
ネットワーク利用:71%)。これは,統 計調査の対象会社が比較的に大企業に集中しているからで もある
が,事務部門のスタッフ構成において も会計部門への割 り当て比重が高 く,米国建設業が,い かに会計
情報を重視 し,かつそのシステム化 を進めているか を考えさせる点である。
その他に注目される統計結果 としては,公 認会計士による外部職業監査を73%の企業が受けてお り,
レビュー手続(分 析的手続,質 問,閲 覧を中心 とす る手続で,監 査 よりは検証力が劣る)が24%,調製
(財務諸表 と帳簿との整合性の跡付けのみからなる)が3%で あり,全部の企業が何 らかの形で公認会計
士の外部検証を受けていることになる。これは,保 証会社からの入札 ボン ドや履行ボ ンドの発行,あ る
いは発注者側の発注相手の決定*21にあたって,公 認会計士の関与 した財務諸表が有利になるか らであろ
う。
(3)工事進行基準採用の前提 としての諸制度
以上の米国建設業の会計実務 について実地調査 した過程で,工 事進行基準を適用するための さまざま
なインフラが整備 されていることに注 目したい。




また,工 事の関与者 としては,発 注者のほかに,発 注者を技術的な側面からサポー トするエ ンジニア,
設計,発 注,施 工,引 渡 しに至るまでの管理を発注者に代わって行 うCMな どのエージェン ト*ee,およ
び受注者である建設業者があるが,と くにCMが 工事の進捗度を発注者に代 わってチェックし,建設業
者への工事代金の支払いを行 う。建設業者への支払いは月極の進捗度に応 じた出来高払い制度が公共,
民間工事共に定着 している。
この点,日 本のゼネコンの ように設計から施工まで一一括 して受注 し,下請け企業に工事の割 り振 りを
行い,ゼ ネコンが発注者から代金を分割 して受け取 り,下請けに適宜に支払 う,丸抱え方式では,工 事
進行基準の適用には困難が伴 う。なぜなら,工事進捗度の測定には外部独立機関のチェックがない。 ま
た,当 然に工事代金の支払いシステム も米国のような進捗度に応 じた支払いは日本では難 しくなり,こ
れも工事進行基準の普及に支障 となろう。
第6節 小括
海外調査に先立ち,当 初,公 共工事発注 システムの中での建設業会計の役割を確認 し,また,わ が国
の建設業会計の課題となっている,グ ローバル基準 としての工事進行基準の導入問題を検討する材料を
得るために,同基準の適用が浸透 している米国の実態 と実務状況を調査することが必要と考え,会 計基
準の適用に関わる会計実務の現状を理解することにウエイ トをおいた調査計画を立てていた。
しか し,現地での調査が進むにつれて,米 国では同基準が,公 共工事に限らず,民 間の工事 も含めて,
建設工事の契約段階から施工管理,検 収,そ して決済 まで,系 統的,有 機的に組み合わされ,そ れゆえ
に同基準が建設業に実務的に不可欠の会計基準 として位置づけられていること,しか も,こ うした シス
テムが米国の市場化経済の もとでの契約社会における明示的あるいは暗黙のルールから生 じる当然の論
理的 システムと理解 されていることを体感することとなった。これは新鮮な驚 きであった。





わが国の工事収益 をめぐる会計基準としては,企 業会計原則が第二 損益計算書原則三のB,注 解(注
7)として,「長期の請負工事に関する収益の計上については,工 事進行基準又は工事完成基準のいずれ
かを選択適用することができる」 と定義 しているので両基準併記 とも解釈 される。 しか し,本原則は 「売
上高は,実 現主義の原則に従い,商 品等の販売又は役務の給付によって実現 した ものに限る。ただ し,
長期の未完成請負工事等については,合 理的に収益 を見積 もり,これを当期の損益計算 に計上すること
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がで きる」 としているので,原 則基準 として工事完成基準を,但 し書 き基準 として工事進行基準を置い
ていると理解するのが自然であろう。
(2)建設業法施行規則
株式会社 は商法ならびに計算書類規則(株 式会社の貸借対照表,損 益計算書,営 業報告書及び附属明
細書に関する規則)の 定めるところに従って会計帳簿を記録 し,計算書類 を作成,公 告することが義務
づけられる。 しかし,建設会社(建 設業法に定める建設業者である株式会社)に は特例があり,省令(株
式会社の貸借対照表,損益計算書,営 業報告書及び附属明細書に関する規則の特例に関する省令),第1
条により,建設業法施行規則(以 下,施行規則)に よる計算書類の作成が義務づけられる。ただ し,建
設業法,第6条 と第7条 において,建 設業者としての(法 人,個 人を問わない)許 可申請書の添付書類
として省令で定める書類 と規定 しているので,実 際には全ての建設業者が上記施行規則に従った計算書
類 を作成することになる(な お,法 人と個人では書式が異なる)。
同施行規則は工事完成基準 と工事進行基準の両基準を認めるが,工 事完成基準が主,工 事進行基準は
副 という位置関係で規定 されている点は否定できない。すなわち,同 規則,様 式16号「損益計算書」の
本体の完成工事高は工事完成基準での表示であり,工事進行基準を採用 した場合 に限って重要な会計方
針 として注記 したうえで,そ の基準による完成工事高(期 中出来高相当額)を 記載することとしている
のである。
これを受けて,建 設工業経営研究会の 「建設業標準財務諸表作成要領」,第2章,損益計算書,第2節,





わが国の企業会計に大 きく影響 してきたのが法人税である。そ して,確 定決算主義を採用するわが国














に基づ く工事完成基準を企業会計での公正な会計基準 とみな し,これを当然の基準 と受けとめてきたか
らであろう。ただ し,法人税基本通達2-1-5に おいて 「請負による収益の額は,別 に定めるものを
除き,物の引渡 しを要する請負契約にあってはその目的物の全部を完成 して相手方に引渡した日,物の
引渡 しを要 しない請負契約にあってはその約 した役務の全部を完了 した劉の属する事業年度の益金の額
に算入する」 とあ り,収益の期間帰属の指示を通 して工事完成基準を原則的基準と位置付けているよう
に考えられる。
これに対 して工事進行基準については,契約 日的物の着工から引 き渡 し期 日までが1年 以上である長
期工事につき 「着工事業年度から」「その長期工事の目的物の引渡 しの 日の属する事業年度の前事業年度
までの各事業年度の確定 した決算において政令で定める工事進行基準の方法により経理 したときは,そ
の経理 した収益の額及び費用の額は,当該各事業年度の所得の金額の計算上,益金の額及び損金の額に
算入する」 と規定 した(法 弟64条)。
ただ,損失が生 じると見込 まれる工事には適用できない し,さ らに工事進行基準の適用を一旦中断 し
た場合,中 途で損失が見込まれるに至った場合,お よび,すでに工事進行基準で計上 した利益が最終の
予想利益 を超えることになった場合も継続 して適用できない(同 条,法 人税法施行令第130条)。
これは,工 事進行基準を適用する際の進捗度を測る客観的な値を見つけに くいことから,課税事務上,
混乱を招 く怖れがあ り,この基準の無条件の適用には税務当局が消極的であったことが根底 にあるよう





という理由)な ど,要は企業収益の適正計算を本来の目的 とした工事進行基準の適用 を意図 した規定で
はなかったのである。
そ して,こ のことが税法基準に影響されがちなわが国の企業会計において工事進行基準がその本来の
機能を理解 されず,か つ実務上 も適用 しにくくした大きな要因になって きたと考えられるのである。 ま
'
た,こ うした不便をかこっても,なおも工事進行基準を適用するのは利益あるいは完工高の平準化を目
的とした会計処理であると誤解 されがちで,実際に もそうした日的で適用 されるケースが見受けられる
結果になる。無論,企 業活動を反映した適正な損益計算を目指す目的で工事進行基準 を採用する企業 も





物の全部が完成せずとも,その一部分(例 えば工区や工程等の基準を目安に判断)が 完成 したつ ど,そ
れを契約相手 に引き渡 したもの とする特約や慣習がある場合の会計処理法であ り,工事完成基準 と工事




会社)の 監査にあたっての監査人の判断指針 として,1984年に監査第二委員会報告,第 六号 「建設業 に
おける長期請負工事の収益計上基準に関する開示の方法 と監査上の取扱いについて」 を公表 している。、
これは法定監査の場合の監査人の判断指針 とは言え,監盗人の適正性や適法性の判断形成に関わり,か
つ経理指導の指針 ともなるものであ り,法定監査の対象となるような大規模 な会社の事実上の会計基準
として機能する。 とは言え,同 協会の基準は企業会計原則等の基本原則 と齪齢するものでな く,む しろ
そのような基本原則の実践的適用指針としての性格が強い。
まず,同 報告書は企業会計原則の指示を受けて工事完成基準 と工事進行基準 とのいずれを採用するか
により工事損益の期間計上額が相当に異なることがあるので,企 業が採用する収益の計上基準 を開示す
ることで利害関係者の判断の誤解せ しめないようにすべ きと指示する。そして,わ が国の企業は工事完
成基準を採用する企業 と工事進行基準 との併用を行 う企業とに大別できるが,い ずれの企業 も,採用す
る収益計上基準を重要な会計方針 として財務諸表に記載するもの とす る,と建設業法施行規則よ りは一
歩踏み込んだ指示をした うえで,と くに工事進行基準の採用にあたっては,適 用対象工事の請負金額,
工期等についで 一定の合理的な基準 を定めて,こ れを開示の うえで継続 して適用することが必要と指示
する。そ して,こ うした会計方針についての記載が無ければ限定事項の対象とな り(したがって,限 定
付 き適正意見か不適正意見になる),また,一旦,設 けた工事進行基準の採用基準(請 負金額や工期など)

















































































































































請負金額5億 円以上 東洋建設 完成基準のみ
一 ・
三菱建設






























大手建設業者のみならず,中小 も加えて,よ り大規模な実態調査を行ったのが,前 述の(財)建 設業
振興基金,建 設業経理研究会が1997年3月に公表した 「建設業経理に関する実態調査」である*24。以下,
本調査のなかから工事収益の認識に関する調査結果を紹介することとしよう*25。
切 各基準の採用比:回 答 した企業のなかで最も多い収益認識基準は予想通 りに工事完成基準である。











の基準 と併用するケースが多 くなる点であ り(例 えば,完成工事高500億円以上の企業についてみれば,
回答企業108社のうち,45社が何らかの形で工事進行基準を採用 している),したがって,業 種的には一
般土木建築,す なわちゼネコンの採用率が高いの も頷ける。つ まり,工事進行基準を採川 しなければな
らないような工事契約金額の高い,大 型で長期となる工事をゼネコンが手がける傾向にあるからだと推
測 され,逆 に,中小業者では工事規模 も小 さく,また工期 も短いために工事進行基準を採用する必要性
がないのであろう。
鮒 工事完成把握時点:表6は 工事完成基準を採用する場合,現実 にはいかなる時点で完成 したもの
と見なすか,つ まり収益が実現 したとの判定 をどの時点で行 うか,と いう質問事項に対する回答結果で
ある。法人税基本通達2-1-6は,建 設工事等の引き渡 しの日の判定として 「例えば作業を結了 した
日,相手方の受入場所へ搬入 した日,相手方が検収を完了した日,相手方において使用収益ができるこ
ととなった日等当該建設工事等の種類及び性質,契 約の内容等に応 じその引渡 しの旧として合理的であ
一211一
第38巻第2号2000年3月




表6工 事完成把握時点(複 数回答)、 、








(切工事進行基準の適用条件:次 は,工 事進行基準の適用条件である。回答からは請負金額 と工期の
併用が最も多 く.(22.5%)1次いで請負金額のみ(17.7%),工期のみ(9.496),請負金額または工期(7.0%)
となっているが,業 種によりかなりの差があった。 しかし,完工高別企業における適用条件の解析結果










(31.9%)の基準を適用 してい るとの回答が最 も多 く,事実上,工 事が複数年にまたがる場合に工事進行
基 準 を適用すると考えていいだろう。ただ,完 工高が大きくなるに連れて2年以上ないしそれを超える工
期 を基準として設ける企業 も多 くなり,工事完成基準の適用条件設定の暖昧さが残るところである。
国 工事の進捗状況の把握方法:次 は工事進行基準 における工事の進捗状況の把握方法の質問である。
見積原価 と実際発生原価の比率をもって進捗状況を把握する方法(見 積 ・実際原価比率方式)(43.7%)
と工程表に基づいて実際進捗状況 を把握する方法(実 際進捗状況把握方式)(41.596)とが拮抗 している。
一212一
明治大学社会科学研究所紀要
業種別分類では一般土木建築業が見積 ・実際原価比率方式を多 く採用 しているが,他 の業種では2方法に




㈲ 工事進行基準を採用 しない理由:次 は工事進行基準 を採用 しない理由である。一般に理解 されて
いる理由は,中小 レベルの企業では工事進行基準 を適用 しなければならないような大 きな工事は受注 し
ない(30.0%)といった実際的な問題 もあるが,さ らに収益認識基準 として不確実(20.4%),税務会計
との不調和(9.7%)という回答 も目立った。この背景には,契 約価額 と決済価額の不一致が しば しば生
じるというわが国の建設業界の悪弊や,配 当財源 ならびに税金資金の確保の困難性,税 金面での不利性,
進捗度測定のための事務の煩雑 さ,そ して基準適用に対する法人税法による事実上の制約 といった理由
が存在 してきたもの と考えられる*26。
収益認識基準 としての不確実 さを理由とするのは,直接的には,こ の基準の適用実態が多 くの場合は
曖昧な進捗度の尺度に依存 していることを意味 しているが,裏 を返せば,こ の基準 を適正に適用するに
は正確 な会計記録,原 価計算,そ して厳密 な予算制度が必要であるが,そ うした経理組織 をとくに中小
企業 レベルでは持ち得ないことを意味するものと考えられる。 さらに,税 務会計 との不調和はよく指摘




以上の実態調査の結果は,無論,わ が国の会計基準が大 きく影響 しているが,さ らに建設業のあ り方
も関係 しているように考えられる。いわゆるゼネコンは,企画,設 計,工 事の施工管理までを一括 して
行い,工 事を受注 した段階で,発注者と協力施工業者 との問でコーディネーターの役 を果たすことにな
り,発注者に対 しては工事の施工管理と完成引き渡 しを一種の包括請負契約の形で約束 し,協力業者に
は工事と資金供給の確保を保証する。
この契約 システムの もとでは,工 事進行基準適用の前提要件である,工事全体の原価見積 り,な らび
に実行予算 と進捗度の対比把握が もともと難 しい。 さらに,見積原価や実行予算 と外注協力業者 との請
負契約金額 との間,あ るいは元請側の直接施工や材料支給 にあたっての労賃や材料等の実際額 との間の
差額の発生などの慣行的現場管理や調達の仕組みを通 して さらに難 しくなるなどの問題が指摘 され,自
ず と,工事毎のプロフィット・センターとしての管理がルーズになる傾向にある。 また,請 負金の決済
が出来高と比例 しないことも工事進行基準の適用に消極的になる理由である。 さらに,工 事進行基準の




さらに,こ のような技術的な問題 だけでな く,根底には,こ れまでのわが国の建設業界が右肩上が り
の経済の伸張,そ して政府による一定規模の公共工事の確保により経営的に保護 され,金 融証券市場 と
ディスクロージャーを通 して正面から向 き合 う必要を感 じてこなかった,と い う問題がある。 また,公
共工事の受注が業界の既得権益のように受け止め られ,国 民に対するアカウンタビリティー(会 計責任,
説明責任)の 意識 も低かった。工事進行基準は経営成績の開示の面では工事完成基準に対する優位性 を
有するが,技術的,経 済的 な困難性 を克服 してまで もディスクロージャーを押 し進める必要がない環境
のもとでは,工事進行基準が普及 しなかったことも当然である。 また,税 制が確定決算ま義 を採用 して
いるので,税 務面で不利な(つ まり,資金的手当てがない状態で収益の計上が早 くなり,一一種の税金の
前払い現象 と金利負担を生 じさせる),同基準 を多 くの企業が採用を控えることになるの も当然である。
この意味では,工 事進行基準の採用の前提に,税 制の改革も必要であろう*27。
現在,わ が国の建設業者で工事進行基準を採用 している企業の多 くが経営審査事項(経 審)*28の得点を
高めるためだと言われる(完 成工事高を前倒 しにし,利益を早期に計上できるため)。また,工事進行基
準を採用する企業 も,工事完成基準 との併用により,一定の工期や契約高を目安にして部分的に採用す
る。いわば,っ まみ食い的な適用であ り,デ ィスクロージャーの透明性 を高める,と いう主旨には遠い
のである。
第3節 法人税法の改正
このような実務状況に対 して変革をもたらす と考えられるのが,前 述 した平成10年の法人税の改正で
あろう。 これは平成8年 の政府税制調査会の答申*29を受けての措置であったが,建 設業界には短期的に
も,長期的にも大 きな影響を与えると考えられる。
従前の法人税法は工事進行基準の採用に制約を課 し,損失が生 じる工事(赤 字工事)に は適用できな
いし,さ らに工事進行基準の適用を一旦中断 した場合,中 途で損失が見込 まれるに至った場合,お よび,
すでに工事進行基準で計上 した利益が最終の予想利益を超えることになった場合 も継続 して適用できな
いために,税法基準 に影響 されがちなわが国の企業会計 において工事進行基準がその本来の機能 を理解
されず,か つ実務上 も適用を難 しくした大 きな要因になっていたのである。
ここで,平 成10年改正の法人税法,な らびに法人税法施行令(法 人税基本通達 も含む)に おける請負





工 事 の 種 類 収益認識基準 工 事 の 種 類 収益認識基準
長期工事(着 手から引 工事完成基準 長期大規模工事(着手 工事進行基準
き渡 しまで1年 以上の または から引き渡 しまで2年
工事) 工事進行基準 以上の工事で,か つ対












その他の工事(赤 字の 工事完成基準 長期大規模工事以外の, 黒字工事は工事完成基
長期工事を含む) 工事の引き渡 しが理事 準か工事進行基準 赤
業年度以降 となる工事 字工事は工事完成基準
最も重要な改正点は,新 しく定義された 「長期大規模工事」(工期2年 以 ヒ,法人税法第63条,伺施行
令第129条1,および附則)に ついて,工 事進行基準が強制適用されることになった点,お よび従来の赤
字工事不適用の規定も長期大規模工事については緩和された点であ り,同基準の導入に弾みがつ くので
はないかと考えられる。
とは言え,こ れ らの改正は税制上の都合(税 の早期捕捉)が 優先された ものであ り,本来の工事進行
基準の姿とは異なる。つ まり,同基準の適用対象が長期大規模工事に限定 され(よ って,大 手建設会社
にほぼ限定 される),長短,請 負額の多寡を問わず総ての請負工事に適用するものではないのである。ま
た,税効果会計の導入(平 成11年4月1日以降の事業年度か ら*31)により,必ず しも企業会計上で工事
進行基準 を採用 しなくともよいために,納税申告時だけに工事進行基準を適用することも認め られる。
このように,今 改正はグローバル ・スタンダー ドとしての工事進行基準の適用 とい う主旨か らみれば
ズレがあるものの,そ の適用に当たって用いる工事の進捗度 とい う尺度(こ の測定基準の入手のために
は,本 来は工程表や工事台帳等で把握する技術的進捗度が妥当であろうが,税 務上の影響 もあ り発生原
価をもとに見積原価との比較按分で進捗度を求める)の 測定にあたっては,実 行予算等で原価管理が行
われている場合には進捗底値の信頼性 も高いが,そ うでない場合は信頼性が低い し,恣意性の介入 も懸




近代化に大きく貢献する もの と期待される。また,税務上の対応が,や がては通常の企業会計上の基準
に同化する効果 も期待で きよう。
終 章 グローバル ・スタンダー ドの受け入れに向けて
確かにわが国の建設業界は,環境的にも,構造的にも,また慣行的にも,ま た,公 共工事の発注 シス
テム も米国などの諸外国とは異なる。工事進行基準だけをみても,その基準の成立は米国的な建設業の
市場環境や制度環境が影響 してお り,わが国で工事進行基準の適用を原則 とする必然性 はない,と の主
張が聞かれる。
いわゆる,ゼ ネコンは,企画,設 計,工 事の施工管理 までを一括 して行い,工 事 を受注 した段階で,
発注者 と協力施工業者 との間でコーディネーターの役 を果たすことになり,発注者に対 しては工事の施
工管理 と完成引き渡 しを一種の包括請負契約の形で約束 し,協力業者には工事 と資金供給の確保 を保証
する。この契約 システムの もとでは,工 事進行基準適用の前提要件である,工事全体の原価見積 り,な
らびに実行予算と進捗度の対比把握がもともと難しいとか,例 えば,見 積原価や実行予算 と外注協力業
者 との請負契約金額 との間,あ るいは元請側の直接施工や材料支給 にあたっての労賃や材料等の実際額
との間の差額の発生などの慣行的現場管理や調達の仕組みを通 してさらに難 しくなるなどの問題が指摘
される。 また,請 負金の決済が出来高と比例 しないことも工事進行基準の適用に消極的になる理由であ
る。さらに,工 事進行基準の適用が,企 業の間接部門への負担を高 くすることも大きな問題である。原
価積算と日常の原価管理が欠かせないからである。
さらに,このような技術的な問題だけでな く,前述のように,根底には,こ れまでのわが国の建設業
界が右肩上が りの経済の伸張,そ して政府による一定規模の公共工事の確保 により経営的に保護 され,
金融証券市場 とデ ィスクロージャーを通 して正面から向き合う必要を感 じてこなかった,と いう問題が
ある。工事進行基準は経営成績の開示の面では工事完成基準に対する優位性 を有する。 しか し,技術的,
経済的な困難性を克服 してまでもデ ィスクロージャーを押 し進める必要がない環境の もとでは,工 事進
行基準が普及 しなかったことも当然である。さらに,税制が確定決算主義を採用 しているので,税 務面
で不利な同基準を多 くの企業が採用を控 えることになるの も当然である。





称,経 審)の 得点を高めるためだと言われる(完成工事高を前倒 しにし,利益 を早期に計上す るため)。
また,工 事完成基準 との併用により,一定の工期や契約高を目安にして部分的に工事進行基準を採用す
る。いわば,つ まみ食い的な適用であ り,デ ィスクロージャーの透明性を高める,と いう主旨には遠い。
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しか しながら,周知のように,建設業を取 り巻 く環境は変わ りっつある。建設市場の自由化が進みつ
つある。これまで,利 益 と資金を約束 して くれた公共工事の伸びも鈍化 し,税金投入 により工事を受注
する企業に対 して世論がよ り一一層の説明責任(ア カウンタビリティー)を 求めつつある。 さらに,バ ブ
ル経済の崩壊を機に,不 良債権問題が建設業界 を襲い,破 綻 に追い詰め られる企業 も少 なくない。その
ようななかで,建 設業のディスクロージャーの透明性を高める要求が強 まってきている。 さらには,税
制面 に工事進行基準が大きく取 り入れられようとしている。無論,わ が国企業のグローバル化 に伴 う会
計基準の国際標準への移行 も課題 となっている。この ような折 りに,工 事進行基準原則適用への期待は
大きい。
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*21米国の発注者側による入札企業の評価(契 約履行能力)に あた り,監査済み財務諸表が有力な資料となってい
ることは,多 くのインタビューによって裏付けられた。また,政府発注の規則にも明示されている。さらに,
保証会社がポンドを発行する際,ボ ンド・ブローカーが,保 証会社と建設会社との間に立って調査 し,結果を
判断 して保証会社がボンド発行額を決めるシステムになっているが,こ の際にも,監査済み財務諸表が利用 さ
れる。
*22CMについては,例えば,高 比良和雄 「欧米の建設契約制度」,建設総合サービス,1992年,pp、77ff.を参照。




調査であ り,総回収数は9,293企業,う ち有効回答数は8,806企業に及び,お そらくはわが国で最初の大規模かつ
総合的な実態調査であろう。また,回 答は各設問事項について,業 種別(土 木建築,土木,建設,設備,識 別),




*26ある実態調査では上場企業 レベルでも工事進行基準 を採用しない理由に,契約価額と引き渡 し価額の相違が収
益額を不確実 とすること,赤字発注(受 注)が税法上の適用を妨げること,税金対策上の不利,進 捗度測定の
不正確性を挙げているが,こ の調査とも整合している。会計 フロンティア研究会編,財 務会計のフロンティア,
中央経済社,1993年,pp.138--141、
*27このようなわが国の実務的背景を裏付けるのが,平 成8年 の税制調査会,法 人課税小委員会報告(前述)に 対




すると,発注後の契約内容の変更,収 益 ・原価の見積 もりにおける不確実要因の存在などのケースで実務上種々
の問題が生 じること,工事進行基準の会計処理には多大な負担がかかることを挙げる。無論,工事完成基準の
みの適用は企業活動の成果が的確に反映されないという問題が生 じるので,いずれかに画一的に統一すること








工事進行基準 を原則的な収益の計上基準 とする方向で検討することが適当と考える。ただ し,工事進行基準に
よる収益の計上を求めるにしても,小規模な工事 についてまでこの基準 を適用すると事務負担が著しく増加す






(やま うら ひ さ し)
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